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マイナンバー法、ついに成立 
 

  
１．共通番号（マイナンバー）法成立 

個人番号及び法人番号を活用した効率的な情報の管理、利用及び迅速な情報の授受、手続きの簡素化による

国民の負担軽減などを目的とした「共通番号（マイナンバー）法」が５月２４日、参院本会議で賛成多数で可

決、成立しました。同法の施行に伴う関係法律の関連整備等法も同日成立し、これにより、年金などの社会保

障給付や納税を一つの個人番号で管理する制度が、平成２８年１月からいよいよ始まります。 

 

２．マイナンバーとは 

 今後、国民一人ひとりに割り振る「個人番号」を住民票の記載事項に追加され、平成２７年１０月から、市

町村から番号通知カードを郵送されます。個人番号は氏名、性別、生年月日、住所（４情報）、住民票コード等

をあわせて住基ネットで取り扱う本人確認情報の一つとして位置づけられ、平成２８年１月からは、番号情報

が入った「個人番号カード」が市町村から希望者に配布され、個人番号で年金の相談や照会ができるようにな

ります。 

 

３．利用範囲拡大 

 さらに平成２９年１月からは、行政機関が個人番号を利用して個人情報をやり取りするシステムが稼働しま

す。例えば、行政窓口で児童手当などの申請に必要だった添付書類の提出が段階的に不要となったり、税分野

では添付書類なしで確定申告が可能になります。その一方で、自己の個人番号に係る個人情報がどのように提

供されたかを確認できる「マイ・ポータル」の運用も開始されます。 

 

４．法人における共通番号 

 法人番号については、国税庁長官から番号が指定し通知されます。法人等の名称、所在地等と併せて法人番

号を公表します。国税庁長官は、法人番号の指定を行うために、法務大臣に商業登記法による会社法人等番号

その他の登記簿に記載された事項の提供を求めることができ、行政機関の長等は、特定法人情報の授受の際、

法人番号を通知して行います。法人番号については、利用範囲の制限等がなく、民間でも自由に利用できるこ

とになっています。 

 

５．今後の展開・課題 

 なお、今回のマイナンバー法では、個人番号の 

利用範囲が社会保障や税などの行政分野に限定し 

ておりが、附則において、法施行後３年を目処に、 

他分野でも活用することを検討するとしています。 

今後は、平成３０年１０月までに、今回認められ 

なかった医療や民間などでの利用拡大がどのよう 

になるのかが大きな焦点となります。 

 

６．強まる個人情報の国家管理 

銀行口座などに個人番号を割り振ると、その個 

人番号をキーに情報を容易に集約することができ 

ます。親族情報と合わせて、親族間での資金のやり取りを完全に把握することができるようになります。親族

間での資金移動については、その根拠を明確に残しておかなければ、時間の経過とともに贈与あるいは貸付・

借入など判断に困ることが起こる可能性があります。したがって、契約書等を作成し、より確実な根拠を残し

ておく必要があると考えられます。個人情報の管理が強まることで、相続税・贈与税対策の重要性はさらに高

まります。不安に思われる方は、ぜひご相談ください。 
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